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Abstract 
The purpose of this study was to investigate recognition to values of recreation activities 
among employees in rehabilitation facilities. Recreation Recognition Model and Therapeutic 
Recreation Service Model were adopted to the questionnaire. A %2-test was used to analyze 
1329 data and that results were discussed with these models. 
Overal1 values of recreation activities were found. There were interesting findings as follows: 
l)community settings appeared to focus on TREATMENT rather than RECREATION PAR-
TICIPATION; 2)socio・psychologicaleffects of recreation activities on the clients were accepted; 
and 3)even though rehabilitation activities were very popular， the faci1tation programs for 
accepting an own disability were litt1e used. The study also found the strong needs of in-
dividual program planning. 
However， itwas shown that the acceptable level of recreation recognition in terms of TRS 
Model appeared to be lower than that of RR Model. It was suggested that careful studies 
focusing on socio・psychologicaleffects of recreation activities should be conducted in order to 
adapt TRS Model to the Japanese social welfare system. 
緒 Eヨ
1980年代の中頃に入り，身体障害者の自立をめぐる課題は，日常生活動作(以下， ADL)の獲得から生活の質
(以下， QOL)の向上へと移り変わってきた.例えば，脊髄損傷者が車椅子で指定されたジグザグ路を規定時間
内に走れるようになったり，脳血管障害者が片手で着替え・排世・入浴・歩行ができるようになったりすることを，
ADLが達成されたと認識することなどである.しかし， QOLの概念では，このようにある動作の達成度を自
立の尺度にするだけでなく，個人の生活をもっと多角的にとらえることで自立を議論するというものであ
る1)2)3)この QOLに不可欠な要素として，食事や睡眠などの基礎生活行動と機能回復訓練や労働などの社会生活
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行動だけでなく，趣味・文化活動・スポーツや旅行などの余暇生活行動も含まれていることが注目される.
リハビリテーション領域では，このような QOLの見解に基づいた社会福祉サービスを展開するにあたって，
訓練や治療手段の改善をはじめ，制度上の改正などに力を注いだ.その成果を 1989年に設置された介護福祉士・
社会福祉士制度に見ることができる.特に，介護福祉士の多くは老人福祉関連施設での活躍が期待されている
が，その養成カリキュラムにレクリェーション指導法が位置づけられていることは，余暇生活行動重視との関係
で大いに注目される点である.
また，レクリエーション認識モデ、ルによる老人関連施設職員のレクリエーション認識と， QOL概念が含まれ
るセラビューティック・レクリエーション(以下， TR)・サービスの理論体系とがほぼ一致している削)結果も得
られている.つまり，医療現場では機能回復訓練的要素の強いレクリエーション活動が提供され，地域社会では
自由参加型レクリエーション活動が提供されていることが， Peterson & Gunn(1984)6)のTRサー ビスモデ、ル
と比較して明らかになった.
一方，これまで身体障害者の余暇活動関連の研究は行なわれている 7)明が，身体障害者関連施設に勤める職
員のレクリエーション認識に関する調査研究はされていない.職員がレクリエーション活動の価値をどのように
認識しその価値をどの程度認めているのかを明らかにし，また， TRサービス体系に対する認識を調べること
により，身体障害者関連領域におけるレクリエーション・サービスの再考やレクリエーション専門職の必要性を
考える手がかりになると思われる.
本研究の目的は，身体障害者関連施設において身体障害者の QOLの一環として提供されているレクリエー
ション活動に対する職員の認識を把握することである.また，この結果から，今後のレクリエーション活動の援
助方法を考察することも可能になる.本研究では，次の4つの研究課題を設定した.
1. レクリエーション活動の特徴について身体障害者関連施設による違いがあるのか.
2. レクリエーション認識モデ、ルに基づ、くレクリエーション活動の価値についての傾向と身体障害者関連施設
や職種による傾向の違いがあるのか.
3. TRサービス体系に基づくレクリエーション活動の価値についての傾向と身体障害者関連施設や職種によ
る傾向の違いがあるのか.
4. レクリエーション専門職の必要性が求められているのか.
方法
1 対象者の抽出方法
身体障害者更生援護施設等(1989年 10月現在)10)の中から，身体障害者福祉法(以下，身障法)によってレク
リエーション・サービスの提供が法的に決められている 741施設を本研究の対象施設とした.しかし，これらの
施設は法的にその設置目的が異なり， レクリエーション・サービスの形態も異なるため，対象施設を身障法に基
づき更生施設，生活施設，作業施設，地域利用施設に大別した.そして，大別された対象施設聞に極端な不均衡
が生じないように 4種類の施設から各90施設を無作為に抽出し，計360施設を質問紙郵送対象施設とした.
これらの施設でレクリエーション援助を受ける身体障害者をクライアントと表現する.
また，こうして抽出された施設もグライアントの定員数によって職員数に差が生じるため，身障法の定める職
種を 3領域(医療判定関連職・運営事務関連職・介護指導関連職)にまとめ，各領域2名ずつ計6名を対象施設で無
作為に抽出してもらった.このようにして抽出された 360施設の職員 2160名に質問紙を郵送し，後日郵送によ
る返送を依頼した.
2 質問紙の構成
本研究では郵送による質問紙調査の有効回答の回収率を 50%以上にするため，必要最小限の質問数で効率の
よい分析と考察ができるように質問紙を構成した.本研究で使用された質問紙の内容は「レグリエーション認識
調査シートJ11)を一部修正し，次の要点をまとめたものである.
レクリェーション認識モデ、ルの①開放モデ、ル(退屈しのぎ・気分転換)，②心理モデ、ル(情緒の安定・集団の中で
の緊張緩和)，③身体モデ、ル(日常生活動作の訓練・筋力の増強)，④交流モデル(対人関係能力の向上・集団活動へ
の自主的参加)，⑤活性モデ、ル(趣味の発見や充実・ハリのある生活)のモデルを使用し， レクリエーション活動か
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ら得られる価値への認識を確認した.
TRサービス体系の基本である①訓練段階:障害の受容促進・訓練から趣味活動への将来性，②学習段階:自由
時間の啓蒙・種々の情報収集の方法の獲得，③参加段階:地域活動への参加・自主的な行動の獲得，という 3段
階悶の認識を確認した.
レクリエーションの総合的価値などについては，①レクリエーション活動の総合的な価値，②個人の楽しみや
趣味を見つけるレクリエーション援助の必要性，③集団だけでなく，個人への援助もできるレクリエーション専
門職の必要性という 3項目の認識を確認した.
その他，性別・年齢・職種・施設・レクリエーション活動の特徴(三択の複数回答)という 5項目の質問を設定し，
合計24項目の質問を用意した.
3 身体障害者関連施設
身障法によって， レクリエーション活動や施設や空間の提供が義務づけられている施設を次のように区分した.
( )内は，全国の該当施設数である.
1. 更生施設 (139):①肢体不自由者更生施設 (45)， ②視覚障害者更生施設(16)， ③聴覚・言語障害者更生
施設 (3)，④内部障害者更生施設 (14)，⑤重度身体障害者更生援護施設 (61)
2. 生活施設 (203):①身体障害者療護施設 (203)
3. 作業施設 (203):①身体障害者授産施設 (84)，②重度身体障害者授産施設(119)
4. 地域利用施設(196):①身体障害者福祉センターくA型>(30)， ②身体障害者福祉センターくB型>(157)， 
③在宅障害者デイ・サービス施設 (9)
4 職種
身障法によって設置されている職種を中心に次のように分類した.
1. 医療判定関連職種:医師を中心とした医療的・処方的要素の強い職種とし，医師，看護婦，理学療法土，
作業療法土，心理判定員，保健婦，ケースワーカーなどを含む.
2. 運営事務関連職種:間接的処遇に該当する職種とし，施設長，事務員，調理員，栄養士などを含む.
3. 介護指導関連職種:直接的処遇に該当し，生活能力援助を主とする職種とし，職能判定員，職業指導員，
生活指導員，寮母，へルパーなどを含む.
5 有効回答
2160通発送のうち， 136施設から合計 1335通の回答を得た.無効回答数6通のため，有効回答数の 1329通
が本研究の調査の対象となった.なお，同一経営母体が複数施設の運営を行なっているところもあり，必ずしも
施設数から割り出される回答者数は一致しない.有効回答の回収率は61.5切であった.
6 調査期間
平成4年 11月27日から平成4年 12月30日まで.
7 分析
質問紙によって得られた全データは質問項目ごとに単純集計され，研究課題に従って次のように分析された.
1. 基本属性(男女比，年齢比，職種，施設)を単純集計した.
2. 身体施設者関連施設によるレクリエーション活動の特徴の違いについて，カイ自乗検定を実施した.
3. 職種によるレクリエーション活動の認識の違いについて，カイ自乗検定を実施した.
4. 身体障害者関連施設によるレクリエーション活動の認識の違いについて，カイ自乗検定を実施した.
5. 職種による TRサービス体系の認識の違いについて，カイ自乗検定を実施した.
6. 身体障害者関連施設による TRサービス体系の認識の違いについて，カイ自乗検定を実施した.
7. 個別レクリエーション援助もできる専門職の必要性に関して，職種や身体障害者関連施設による違いにつ
いてカイ自乗検定を実施した.
結果と考察
1 基本属性について
1. 男女比 :1329名の男女の構成比は，女性730名 (54.9%)，男性596名 (44.80/0)，不明 3名 (0.20/0)であった.
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2. 年齢比:年齢は 19 歳~78 歳であった. 40歳代が最も多く 410名 (30.90/0)，次に30歳代376名 (28.3%)，
20歳代274名 (20.6%)，50歳代193名(14.5%)，60歳代68名 (5.1%)，70歳代6名 (0.5%)， 
20歳未満l名 (0.1%)，不明 l名 (0.1%)の順になっている.
3. 職種:医療判定関連職は346名 (26.0%)，運営事務関連職は396名 (29.8%)，介護指導関連職は557
名 (41.9%)，不明 30名 (2.3%)となっている.介護指導関連職は，日常的に直接身体障害者と
接する直接処遇のため，入所者数が多くなると必然的に介護指導関連職の職員が増えることになる.
4. 施設:更生施設374名 (28.1%)，生活施設347名 (26.1%)，作業施設345名 (26.0%)，地域利用施設
234名(17.6%)，不明29名 (2.2%)となっている.地域利用施設がやや下回った割合であるが，
全体的に施設の種類の偏りを抑制する目標は達成していると思われる.
今回の調査では，複数の施設での職を兼任している回答者が21名いた.しかし，単一の施設
で働く場合と複数の施設にまたがって働く場合とでは， レクリエーション活動への認、識に違いが
生じると思われるため，本研究ではカイ自乗検定の対象外とした.
2 レクリエーション活動の特徴について
レクリエーション活動の特徴として，季節の行事等が849名 (63.9%)で最も多かった.以下，クラブ活動
761名 (57.3%)，スポーツ活動656名 (49.4%). リハビリ訓練650名 (48.9%)，趣味の開発552名 (41.5%)， 
余暇相談189名(14.2%)，不明 15名(1.1 %)の順であった.
レクリエーション活動は，年中行事のーっとして認識されていることがわかる.四季折々の季節感を盛り込ん
だ七夕祭りや納涼祭，運動会やグリスマス会などがその代表としてあげられる.クラブ活動も半数以上の施設で
行われている.これは，自らが選んだ活動に自主的に取り組むというレクリエーション援助であり， レクリエー
ション的自立への最終的な援助形態でもある.機能回復訓練の一環として車椅子バスケットボールや水泳などの
スポーツ活動が実施されることも多い.また，それらが新しい趣味として生活の中に位置づけられることになる
と考えられる.約41怖の施設が趣味の開発に力を注いでいることも，これらの理由から理解できる.
ところが，余暇相談の実施率が低い.趣味の開発を促すために，グライアントのニーズを把握し，それに有効
な情報やクライアントの不安を取り除くレクリエーション援助としての余暇相談が不足しているように見られる.
身体障害者関連施設の種類によって，実施されているレクリエーション活動の特徴に有意差が認められた
(p<o. 005).作業施設ではクラブ活動 (70.0%)や季節の行事等 (69.7%)が主となり， リハビリ訓練 (24.2%)に
重点を置く施設は少ない.更生施設では，余暇相談 (8.9%)を除くその他の特徴は平均値に近い.生活施設では
スポーツ活動 (33.5%)が少なく， リハビリ訓練 (59.8%)を実施しているところが多い.一方，地域利用施設で
はクラブ活動 (28.3%)が少なく，趣味の開発 (56.1%)に重点が置かれていることがわかる.
また，茅野(1990)13)によると，デイケアセンター(地域利用施設)の重点は原則として訓練段階におかれてい
ないが， リハビリ訓練に一番力を入れている施設が地域利用施設 (69.1%)であるところに矛盾が感じられる.
TRサービス体系に基づくレクリエーション援助が行われていないことが明らかである.
3 レクリエーション認識モデル (RRM)に基づくレクリエーション認識について
レクリエーション認識に関する 1項目 (Table 1，①~⑪)について，平均76.4怖の職員がレクリエーション
活動の価値を肯定している.特に，気分転換に役立つとL、う開放モデルへの認、識は92.3%の肯定的な回答を得
ている.各モデ、ルへの認識を平均すると，開放モデ、ル (79.4%)，交流モデル (78.9%)，心理モデル (78.4%)，活性
モデ‘ル (73.4%)，身体モデ、ル (67.3%)の順となった. レクリエーション活動の多くは身体運動を伴うが，その価
値が身体モデ、ルよりも開放・交流・心理モデルにあるとし、う認識が強い. レクリエーション活動によって得られる
身体的効果より，気晴らしや人との交流，そして交流による喜びゃ精神的安寧による変化とし、う社会心理学的な
変容叫が認められていると考えられる.
また， レグリエーション活動の総合的価値に84.6%の肯定的回答が認められた.これは気分転換の認識項目
の次に高い割合である.つまり，多くの職員はクライアントがレクリエーション活動のどの効
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Table 1. Recognition to values of recreation activities 
RRM/TRS 認識項目 4 5 不明
開放 ①退屈しのぎに役立つ N 78 144 218 471 403 15 
07 (5.9) (11.0) (16.6) (35.8) (30.7) (1.1) 
②気分転換に役立つ N 12 17 69 393 833 5 
% (0.9) (1ぬ (5.勾 (29.6) (62.7) (0.4) 
心理 ③情緒安定の向上に役立つ N 8 29 266 446 574 6 
% (0.。 (2.2) 。.0.0) (3.6) (43.2) (0.5) 
④集団での緊張緩和に役立つ N 1 29 220 472 591 6 
% (0.8) (2.2) (16.6) (35.5) (4.5) (0.5) 
身体 ⑤日常生活動作訓練に役立つ N 23 82 296 445 481 2 
% (1.7) (6.2) (2.3) (3.5) (36.2) (0.2) 
⑥適度な筋力の向上に役立つ N 31 96 336 442 418 6 
% (2.3) (7.2) (25.3) (3.3) (31.5) (0.5) 
交流 ⑦対人関係の向上に役立つ N 13 39 230 511 535 
% (1.0) (2.9) (17.3) (38.5) (40.3) (0.1) 
③集団への自主参加に役立つ N 1 48 217 450 6∞ 3 
% (0.8) (3.6) (16.3) (3.9) (45.1) (0.2) 
活性 ⑨趣味の発見や充実に役立つ N 14 58 306 461 486 4 
句。 (1.1) (4.4) (23.0) (34.7) (36.6) (0.3) 
⑮ハリのある生活につながる N 9 35 282 508 494 
旬。 (0.7) (2.6) (21均 (38.2) (37.勾 (0.1) 
⑪レク活動は総合的に価値のあるサー ビス N 5 21 178 422 7∞ 3 
可。 (0.4) (1.6) (13.4) (31.8) (52.7) (0.2) 
訓練段階 ⑫障害の受容の促進に役立つ N 41 133 517 382 249 7 
旬。 (3.1) (10.0) (38.9) 。8.7) (18.7) (0.5) 
⑬将来の趣味の獲得に役立つ N 22 106 411 466 319 5 
句。 (1.7) (8.0) (30.9) (35.1) (24.0) (0.4) 
学習段階 ⑭自由時間の啓蒙に役立つ N 18 76 355 490 384 6 
% (1.4) (5.7) (26.7) (36.9) (28.9) (0.5) 
⑮余暇情報の収集法に役立つ N 32 157 566 368 199 7 
旬。 (2.4) (11.8) (42.6) 。7.7) (15.0) (0.5) 
参加段階 ⑮地域活動への参加に役立つ N 27 83 330 465 413 1 
旬。 (2.0) (6.2) (24.8) (35.0) (31.1) (0.8) 
⑫自主的行動の獲得に役立つ N 16 60 325 529 392 7 
可。 (1.2 (4.5) (24.5) (39.8) (29.5) (0.5) 
⑬個人の趣味を開発するレク援助も必要 N 7 6 57 381 875 3 
ザ。 (0.5) (0.5) (4.3) (28.7) (65.8) (0.2) 
⑮集団と個別のレク援助の専門職は必要 N 10 29 199 371 715 5 
% (0.8) (2.2) (15.0) (27.9) (53.8) (0.4) 
※1 :Strongly Disagree 2:Disagree 3:Neither 4:Agree 5:Strongly Agree 
※Total number of subjects: 1329 subjωts 
Table 2. Results of %2 tests between jobs and between setings 
施設による有意差判定 職種による有意差判定
RRM 認識項目 ヨζ2 df p p< うζ2 df p p< 
開放 適度な退屈しのぎに役立つ 9.87 12 0.6271 N.S. 9.46 0.3052 N.S. 
適度な気分転換に役立つ 9.45 12 0.6643 N.S. 7.06 0.5304 N.S. 
心理 情緒の安定性の向上に役立つ 22.ω 12 0.0313 p<0.05 8.57 0.3802 N.S. 
集団の中での緊張緩和に役立つ 15.76 12 0.2026 N.S. 4.24 0.8350 N.S. 
身体 日常生活動作の訓練に役立つ 14.89 12 0.2477 N.S. 15.49 0.05倒 N.S. 
適度な筋力を養うのに役立つ 7.1 12 0.8504 N.S. 10.93 0.2.054 N.S. 
交流 対人関係能力の向上に役立つ 33.22 12 0.∞9 p<O.∞5 9.74 0.2837 N.S. 
集団活動への自主的参加を促す 14.98 12 0.2423 N.S. 21.78 O.∞53 p<O.OI 
活性 趣味の発見や充実に役立つ 7.26 12 0.8401 N.S. 6.34 O.ω96 N.S. 
ハリのある生活につながる 18.59 12 0.0990 N.S. 13.52 0.0951 N.S. 
-83-
(茅野・野村)
1.心理モデルー情緒の安定性を向上するのに役立つ (p<0.05)
更生施設 (81.2怖)，生活施設 (77.70/0)，作業施設 (73.00/0)，地域利用施設 (75.6%)
作業施設における認識が他の施設に比べると低い.作業施設で働くクライアントは，更生施設での生活訓練や
職業訓練などを修了している場合が多い.また，社会での雇用の機会が得られないために作業施設で働いている
クライアントも多い.そのため，作業施設に入るまでいろいろな体験を通じて，自己の情緒管理のできているク
ライアントが多いためとも考えられる.一方，更生施設では高い認識が見られ， レクリェーション援助は障害の
受容を促進し，さまざまな困難で直面する情緒の不安定さを取り除くには適した援助と見られている.
2.交流モデ、ノレ一対人関係能力の向上に役立つ (p<0.005)
更生施設 (80.2%)，生活施設 (75.5明)，作業施設 (77.4%)，地域利用施設 (82.5%)
生活施設と作業施設での認識の低さの原因として，毎日同じクライアントたちが顔を合わす機会が多く，クラ
イアントの入れ替わりの少ないことがあげられる.一方，更生施設では一定の入所期聞があるためクライアント
の入れ替えが定期的に行われる点，地域利用施設では不特定多数のクライアントが来所する点から，クライアン
ト聞のラポートづくりにレクリェーション活動は最適な援助方法であると言えよう.
3.レクリエーション活動は総合的に価値のあるサービスである (p<0.005)
更生施設 (89.3%)，生活施設 (84.7%)，地域地用施設 (84.6%)に比べて，作業施設による認識 (79.1%)が低い.
作業施設の設置目的の違いが認識の低さに表れたと思われる.しかし，平均84.4怖の肯定的回答があることか
ら，レクリエーション活動は総合的に価値のあるサービスと理解できる.
職種による認識の違いについて，交流モデ、ルにおける集団活動への自主的参加を促す項目に有意差 (p<O.01)
が認められた.医療判定関連職の 84.3%はレクリエーション活動がクライアントのグ、ループ活動への自主的参
加を促すような効果を認めている.しかし，運営事務関連職や介護指導関連職では77.0怖にとどまっている.
その他の認識項目について，職種による認識の違いは見られなかった (Table2). 
4 TRサービス体系に基づくレクリエーション認識について
アメリカで発展している TRサービス体系に関する 6項目 (Table 1，⑫~⑫)について，平均 58.7怖の職員
がレクリェーション活動の価値を肯定している.その一方で，平均31.5%はどちらとも言えないという回答を
している.先述のレクリェーション認識モデ、ルの平均値と比較すると 17.7%低い. TRサービス体系に基づい
たレクリェーション援助の機会の少なさが伺われる. TRサーピス体系が日本での援助体系にどのように活用で
きるのかが今後の課題となろう.
どちらとも言えないという回答の多かった項目は，訓練段階の障害の受容 (38.9%)と学習段階の余暇情報の
収集に役立つ (42.6%)であった. リハビリ訓練は盛んだが，障害の受容を促す援助が十分にされていないこと
を表わす.これらの項目にレクリエーション援助がどのような働きをしているのかを明確にすることも必要と思
われる.
施設による認識に有意差が見られたのは次の2項目である (Table3). 
1.訓練段階一障害の受容の促進に役立つ (p<0.05)
更生施設 (49.8%)，生活施設 (43.8%)，作業施設 (43.5%)，地域利用施設 (57.9%)
Table 3. Results of %2 tests in relation to therapeutic recreation service 
施設による有意差判定 職種による有意差判定
TRS 認識項目 %2 df p p< %2 df p 
訓練段階 障害の受容の促進に役立つ 23.82 12 0.0215 p<0.05 2.31 O.∞4 
将来の趣味の獲得に役立つ 30.74 12 O.∞2 p<O.∞5 24.19 O.∞21 
学習段階 自由時間の啓蒙に役立つ 18.68 12 0.0965 N.S. 14.45 0.0708 
余暇情報の収集法に役立つ 20.26 12 0.0623 N.S. 9.32 0.3161 
参加段階 地域活動への参加に役立つ 6.26 12 O.卯，25 N.S. 6.2 0.622 
自主的行動の獲得に役立つ 11.75 12 0.462 N.S. 8.3 0.4015 
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p< 
p<O.∞5 
p<O.∞5 
N.S. 
N.S. 
N.S. 
N.S. 
身体障謀者関連施設職員によるレグヲぷーション活動の穂護観の分析
2.設1諌段階一容来の題俸の議得仁役立つくp<0.005)
(62.0鵠)，生活施設 (52.1鵠)，存業撞設 (59.3怖)，地域利用施設 (65.70/0)
地裁軒fl築設の言1諌段階に対する認識が飽の施設，特に更生施設よりも強い結果で確認された. TRサービス
体系拡おける謬1[譲段階は更生施設におけるサービス 15)と容れているが，認識の遣いが明らかになった.こめ智
景には，地議利用施設において頻繁に行われているリハビリ訓練がある， リハピリ劉i諌は事i諌設踏の更さ主議設で
重視されるという TRサービス体弟の特徴が，参加段階に位盤する地域利用蒐設でも箆られる.また，趣味の発
レクリェーシ 3 くの地域利用施設で認識されているが，具体的内容についての調査が必饗
と思われる.
一方，生活擁設での認識が比較的器く，どちらとも替えないという不薙定な回答 (36.8駒)が多い.ここでは
クラブ活動も議況で，すでに多くのクライアントが趣味を手にしている場合が多いために，職
員による認識が抵く出ていると感じられる.
職種による認識に有意差が見られたのは次の2項目である (Table3). 
1.訓練段階一障害の受容の促進に役立つ (p<0.005)
匿療判定関連職 (48.5%)，運営事務関連職 (51.0明)，介護指導関連職 (43.9稀〉
2.訓練段階一持来の趣味の獲持拡役立つ (pく0.005)
(64.1偽)，運営事務関連犠 (61.0偽)，介護指導関連戦 (55.1鴇)
上記2噴詩民共通することは，クライアントと接する機会の多い介護指導関連載の認識が他の関連職よりも低
いことにある.轄に，屋寮暫定関連職がクライアントとの麗接の商接や診断等から得られる情報によって，レク
リエ…シ gン活動の儲鐘を介護指導関漉職よりも高く評価していると思われる.このことは，訓練段階では医療
スタッブの専門性が生かされている 1のことからも明らかである.今後，介護指導関連機への TRサーピス体系
の啓蒙とその現場への応用が今後の課閥になろう.
5 レクリエーション接助形態と専門職について(Table1， @......骨)
1.個人の趣味を開発するレグリェーシ滋ン援勤が必要 (94.5偽〉
2.グループ恥心型のレクリエーシ gン援勃とともに鑓震の護劫もできる専門職が必要 (81.7%) 
趣味の開発としてのレグリエーシ翠ン援携は行われているのだが，改めてその必要性が明らか広された.そし
て，額人により業点を麓いた短期のレクリ忠一ション援助の形態が議まれていることもわかる.
施設による有意離が次の実百だけに認められた.
1.鋸人の楽しみゃ離味を見つけるレグリぷーシ認ン援助も必要で島る (p<0.05)
更生施設 (96.8怖)，生活施設 (96.5%)，作業施設 (93.0怖)，地誠料用施設 (91.4鴇〉という結巣が薄られた.
リハピリ訓練に議点を置いている地域利用施設での認識が低い，一方，中途障害からの立ち薫りや受話設計の見
直しなどの援助を不可欠とする更生施設，余生を飽のクライアントとともに選ごし各自の
設では，イ題担レグリェ…ション援勢の必要性が真に跨われていることが鰐らかである.平均94.4怖の肯定的回
答から，錦~Ij援場の必、要性は歪めない.
総話
本研究の毘的は，身体障害者関連施設において身体障害者の QOLの一環として提供されているレグりお
ション活動に対する職員のレクリエーショ 今後のレクリニゑ…シ沼ン活動の援立ち方法を考察する
ことであった.
レクリエーシ況ン活動の特徴について，趣味隣発的なレクジエーシ沼ン活動が行われている反面，
実施率が低い髄向やすRサーピス体系と拭異なり地域利用議設における諒i擁震識の鎖向が境らかにされた.
レクリエーシ丞ン認識モデルに基づくレグリユーション認識は者定的であった.特に，レクリェ…ショ
は多くの場合身手本選畿を捧うが，身体的価櫨よりも気晴らし・満足感・対人交流などの社会心理学的錨鑑に認識が
震かれていることが嬰らか広された.さらに， レクリニ広一シ沼ン活動のある特結の価傭観を重視するよりも， レ
クリェーション活動の総合的髄値を重視する興勢も明確にされた.このことは， レクリエーション援助の特設で
もあると同時に，その効果測定の難しさをも示唆している.また，更生擁設における欝鰭安定の向上にレクリ
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エーション活動の有効性，更生施設や地域利用施設における対人能力の向上への有効性が明らかになった.
TRサービス体系に基づくレクリエーション認識は，否定も肯定もしなL、「中間的」な傾向が強く，特に介護指
導関連職にその傾向が顕著であった.この結果は， TRサービス体系に基づいて実施されているレクリエーショ
ン援助の少なさを意味する.それは， リハビリ訓練が盛況でも，障害の受容を促す援助が不足していることを示
唆するものである.地域利用施設の訓練重視の傾向については，先述のレクリエーション活動の特徴と同じ傾向
が見られ，ここには日本人の勤勉さという独自性が関わっている可能性もある.訓練を重視する要因について調
査する必要性も感じられる.
個別援助の必要性を九割以上の職員が認識していることから，趣味の開発を援助する具体的な方策や個別援助
への具体的援助策の開発が望まれる.レクリエーション・カウンセリング(レジャー・カウンセリング)が個別援助
として最適な援助策だと思われるが，その援助の効果を最大限に発揮するためにも， TRサービス体系の啓蒙活
動の必要性も感じられる.
今後の課題として，①身体障害者関連施設におけるレクリエーション援助方法を TRサービス体系の観点で検
証する，②レクリエーション活動の効果を社会心理学的視点から考察する，③実際の援助に使われているレクリ
エーション活動を分析し，そこから得られる価値を検証するという 3つの課題があげられよう.これらの課題を
解決することによって，将来的に TRサービス体系をどのように実践的に導入するかの糸口が発見できると思わ
れる.
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